
マンスリー・レポート

　NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジあり（年1回決算型）

　基準価額の推移 　基準価額、純資産総額

　期間別騰落率

データは、当初設定日から作成基準日までを表示しています。

基準価額は、信託報酬控除後です。

　分配の推移（1万口当たり、税引前）

　組入投資信託証券の状況

対純資産総額比です。

　為替ヘッジ比率

※

※ 為替ヘッジ比率は、「Global Multi Strategy – Nuveen NWQ Flexible Income Fund JPY Hedged Distribution
Alpha Class」における比率です。

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞
●当資料は三井住友トラスト・アセットマネジメントが作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。
●ご購入のお申込みの際は最新の投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
●投資信託は値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクを伴います。）に投資しますので基準価額は変動します。した
がって、投資元本や利回りが保証されるものではありません。ファンドの運用による損益は全て投資者の皆様に帰属します。
●投資信託は預貯金や保険契約とは異なり預金保険機構および保険契約者保護機構等の保護の対象ではありません。また、証券会
社以外でご購入いただいた場合は、投資者保護基金の保護の対象ではありません。
●当資料は信頼できると判断した各種情報等に基づき作成していますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。また、
今後予告なく変更される場合があります。
●当資料中の図表、数値、その他データについては、過去のデータに基づき作成したものであり、将来の成果を示唆あるいは保証す
るものではありません。また、将来の市場環境の変動等により運用方針等が変更される場合があります。

※ 運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。

　NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジあり/為替ヘッジなし（年1回決算型）

　　追加型投信／内外／資産複合 当初設定日 ： 2018年12月6日

作成基準日 ：

※ 基準価額（分配金再投資）は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算して
います。 ※ ファンドの騰落率は、分配金（税引前）を再投資したもの

として計算しています。※

2026年1月30日

※
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純資産総額（億円）：右目盛 基準価額(分配金再投資)（円）：左目盛

基準価額（円）：左目盛

基準価額 10,088 円 + 137 円

純資産総額 32.20 億円 - 0.52 億円

当月末 前月末比

騰落率

1ヵ月 1.38%

3ヵ月 2.33%

6ヵ月 4.79%

1年 5.12%

3年 2.17%

設定来 0.88%

設定来分配金合計額 0 円

決算期

分配金 0 円 0 円 0 円

2023年11月 2024年11月 2025年11月

為替ヘッジ比率 98.35%

投資信託証券 比率

Global Multi Strategy – Nuveen NWQ Flexible Income Fund JPY Hedged Distribution Alpha Class 98.44%

マネープールマザーファンド 0.00%

 その他 1.56%

合計 100.00%
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マンスリー・レポート

　NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジなし（年1回決算型）

　基準価額の推移 　基準価額、純資産総額

　期間別騰落率

データは、当初設定日から作成基準日までを表示しています。

基準価額は、信託報酬控除後です。

　分配の推移（1万口当たり、税引前）

　組入投資信託証券の状況

対純資産総額比です。

　NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジあり/為替ヘッジなし（年1回決算型）

※

※ 基準価額（分配金再投資）は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算して
います。 ※ ファンドの騰落率は、分配金（税引前）を再投資したもの

として計算しています。※

※

　　追加型投信／内外／資産複合 当初設定日 ： 2018年12月6日

作成基準日 ： 2026年1月30日

運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。

※

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。
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純資産総額（億円）：右目盛 基準価額(分配金再投資)（円）：左目盛

基準価額（円）：左目盛

基準価額 17,697 円 - 91 円

純資産総額 1,579.15 億円 - 2.88 億円

当月末 前月末比

騰落率

1ヵ月 -0.51%

3ヵ月 2.50%

6ヵ月 9.78%

1年 8.75%

3年 40.10%

設定来 76.97%

設定来分配金合計額 0 円

決算期

分配金 0 円 0 円 0 円

2023年11月 2024年11月 2025年11月

投資信託証券 比率

Global Multi Strategy – Nuveen NWQ Flexible Income Fund JPY Non-Hedged Distribution Alpha Class 98.39%

マネープールマザーファンド 0.00%

 その他 1.61%

合計 100.00%
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マンスリー・レポート

　Global Multi Strategy – Nuveen NWQ Flexible Income Fund

　基準価額（指数化）の推移（米ドルベース） 　特性値

　資産内容 　組入上位10業種

　組入上位5ヵ国・地域 　格付別構成比

対純資産総額比です。

対現物資産構成比です。※

※

※ 対純資産総額比です。

※ 業種分類はヌビーンの独自分類によります。

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

格付別構成比は、普通株式を除く証券に対してNRSROから付与され
た格付のうち最高位の格付を基に算出しています。なお、NRSROが格
付していない証券は無格付に分類しています。（格付表記はS&Pのも
のを採用）

※

※ 「Global Multi Strategy – Nuveen NWQ Flexible Income Fund」の資産内容は、三井住友トラスト・アセットマネジメントが、ヌビーン・アセット・マネジメン
ト・エルエルシーからの情報提供に基づき作成しておりますが、掲載データに関する情報の正確性、信頼性、完全性を保証するものではありません。

実効デュレーションは、発行体による期限前償還などの影響を調整し
て算出した値です。

※

※ 利回り（税引前）は組入資産の利回りを加重平均して算出した値（対
純資産総額比）です。また、ファンドの運用利回り等を示唆するもので
はありません。

※ 主な組入資産の利回りについては以下の通りです。株式：配当利回
り、その他の資産：最終利回り、発行体による期限前償還などの影響
を調整して計算した利回り等

※

※

　NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジあり/為替ヘッジなし（年1回決算型）

　　追加型投信／内外／資産複合 当初設定日 ：

比率は対純資産総額比、利回り（税引前）は、各投資対象資産ごとに
組入銘柄の利回りを投資対象資産における組入比率で加重平均して
算出した値です。また、ファンドの運用利回り等を示唆するものではあ
りません。

2018年12月6日

作成基準日

※ 上記グラフは、投資対象ファンド(USDシェアクラス)の基準価額（米ドル
ベース）を、NWQフレキシブル・インカムファンドの設定日を10,000とし
て指数化したものです。

： 2026年1月30日

平均格付は、NRSRO(米国で認知されている統計的格付機関)から付
与された格付のうち最高位の格付に基づいて加重平均したものであ
り、当ファンドの信用格付ではありません。平均格付（企業）は発行体
企業の格付、平均格付（銘柄）は普通株式を除く証券の格付を基に算
出しています。（格付表記はS&Pのものを採用）

※ このページは、「NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジあり/為替ヘッジなし（年1回決算型）」が主要投資対象とする、「Global Multi Strategy
– Nuveen NWQ Flexible Income Fund」についての情報を掲載しています。

※ 基準価額は、分配金（税引前）を再投資したものとみなして修正した基
準価額です。
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基準価額（分配金再投資）（指数化）

国・地域 比率

1 米国 85.88%

2 カナダ 5.99%

3 フランス 1.55%

4 ドイツ 0.76%

5 ケイマン諸島 0.66%

業種 比率

1 公益 13.70%

2 エネルギー 12.57%

3 銀行 12.33%

4 テクノロジーおよびエレクトロニクス 9.69%

5 資本財 6.60%

6 保険 5.11%

7 素材 5.04%

8 通信 4.45%

9 メディア 3.70%

10 小売 3.48%

投資対象 比率 利回り

投資適格社債 30.23% 5.75%

ハイイールド社債 24.73% 5.74%

優先株式 14.95% 5.61%

転換社債 6.30% 7.72%

普通株式 20.38% 1.94%

短期金融資産等 3.42% -

AAA 4.29%

AA 0.00%

A 2.92%

BBB 47.68%

BB 34.03%

B 3.49%

CCC 0.00%

無格付 7.58%

利回り 4.88%

平均格付(企業) BBB+

平均格付(銘柄) BBB-

組入銘柄数 186

実効デュレーション 3.03
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マンスリー・レポート

　Global Multi Strategy – Nuveen NWQ Flexible Income Fund

　資産別組入比率の推移

データは、当初設定日から作成基準日までの月末時点を表示しています。

　ご参考

　NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジあり/為替ヘッジなし（年1回決算型）

2026年1月30日

※

※ 為替ヘッジコスト／プレミアムは、基準日時点の米ドル／円のスポット・レートおよび3ヵ月物フォワード・レートを基に計算した値を年率換算した概算
値で、実際のコスト／プレミアムとは異なります。なお、コストの場合はマイナス表記になります。

※ 「Global Multi Strategy – Nuveen NWQ Flexible Income Fund」の資産内容は、三井住友トラスト・アセットマネジメントが、ヌビーン・アセット・マネジメン
ト・エルエルシーからの情報提供に基づき作成しておりますが、掲載データに関する情報の正確性、信頼性、完全性を保証するものではありません。

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

2018年12月6日

作成基準日 ：

※

このページは、「NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジあり/為替ヘッジなし（年1回決算型）」が主要投資対象とする、「Global Multi Strategy
– Nuveen NWQ Flexible Income Fund」についての情報を掲載しています。

　　追加型投信／内外／資産複合 当初設定日 ：
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マンスリー・レポート

　Global Multi Strategy – Nuveen NWQ Flexible Income Fund

　組入上位10銘柄

対純資産総額比です。なお、文中に「当社」と記載のある場合は、「ヌビーン・アセット・マネジメント・エルエルシー」を指します。

※ このページは、「NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジあり/為替ヘッジなし（年1回決算型）」が主要投資対象とする、「Global Multi Strategy
– Nuveen NWQ Flexible Income Fund」についての情報を掲載しています。

　　追加型投信／内外／資産複合 当初設定日 ： 2018年12月6日

作成基準日 ： 2026年1月30日

　NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジあり/為替ヘッジなし（年1回決算型）

※

「Global Multi Strategy – Nuveen NWQ Flexible Income Fund」の資産内容は、三井住友トラスト・アセットマネジメントが、ヌビーン・アセット・マネジメン
ト・エルエルシーからの情報提供に基づき作成しておりますが、掲載データに関する情報の正確性、信頼性、完全性を保証するものではありません。

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

※

銘柄 投資証券 比率 概要

1
エナジー・トランス
ファー

投資適格社債 1.71%

米国で天然ガスや原油などエネルギー資源の貯蔵・輸送を行う企業です。エネルギーに
関連した資産を幅広く保有し、長期契約によるキャッシュ・フローやエネルギー需要の増
加などにより事業は安定しています。天然ガスは石炭や原子力と比較して環境に優しい
天然資源とみなされており、長期的な需要が期待されています。

2
コロンビア・パイプライ
ン・グループ

投資適格社債 1.50%

北米で天然ガスの輸送パイプラインを運営しています。強固な資産基盤を有しているほ
か、信用力の高い企業とのテイク・オア・ペイ条項（買主の全額支払義務条項）付き長期
契約が安定したキャッシュ・フローの源泉となっています。レバレッジ比率を低位に維持し
ており、マクロ経済の後退局面においても下方耐性があると見ています。

3
ヒューレット・パッカー
ド・エンタープライズ

投資適格社債 1.41%

企業向けハードウェアの製造、開発、サービスを手掛ける米IT大手の同社の債券は、クレ
ジット・リスク対比割安な水準にあり、またテクノロジー・セクターの競合他社対比でも高位
な投資妙味を有しています。同社のクレジットはBBB格で安定しており、スプレッドの縮小
余地は高いとみています。

4 リーガル・レックスノード 投資適格社債 1.27%
空調システム、車載部品、データセンターなど幅広い産業向けの制御機器を手掛けてい
ます。幅広い顧客基盤を有し、堅固なキャッシュ・フローなどにより債務支払いは問題なく
実施されています。

5
シーゲイト・テクノロ
ジー・ホールディングス

ハイイールド社債 1.20%

クラウド・ストレージやデータセンター、法人向けサーバーなどのソリューション・サービス
を提供する企業です。HDD（ハードディスクドライブ）関連事業は昨今のAI（人工知能）関
連設備投資のトレンドからの追い風を受けるとみられ、堅固な売上および収益につながる
と期待しています。また同社は、HDDへ局所的に加熱し記録容量を向上させるHAMR（熱
アシスト磁気記録）の技術開発を手掛けており、莫大な情報記録ニーズに対応できる強
みがあるとみています。

6 ビストラ 優先株式 1.19%
主に米国内で子会社を通じて電力事業を展開する企業。同社では将来的なコモディティ
価格の上昇に備えてヘッジ取引を行っており、相対的に安定した収益を獲得できるとみて
います。

7 エメラ ハイイールド社債 1.10%

カナダ東部のノバスコシア州に本社を置き公益事業およびエネルギー事業を行う同社
は、子会社における炭素排出量の削減に成功しました。また、タンパ湾に優良な実物資
産を保有しており、この地域において業界トレンドを上回る顧客基盤の成長が期待できる
とみています。

8
ライト&ワンダー・イン
ターナショナル

ハイイールド社債 1.10%

カジノ向けのゲーム機器やコンテンツを提供しています。過去数年間にわたって、事業の
合理化を進め財務健全化を推進し、コロナ禍からカジノ産業が復調していく中で、カジノ
向けゲーム機器の市場シェアを拡大してきました。今後もさらに市場シェアを獲得すること
ができると期待しています。

9 アルセロール・ミタル 投資適格社債 1.10%

グローバルで事業を展開する鉄鋼メーカーです。財務レバレッジが低くファンダメンタルズ
は良好である一方、クレジット・スプレッドがワイドな水準にあり、今後、価格の上昇が見
込めると見ています。関税を巡る混乱や地政学的リスクが再燃したとしても、事業に対す
る悪影響は限定的であると考えます。

10 ゴールドマン・サックス 優先株式 1.09%

世界最大級の金融機関であり、投資銀行業務、証券業務および投資運用業務を中心に
幅広い金融サービスを提供しています。2023年に起こった中小銀行の経営破綻を受けて
FRB（米連邦準備理事会）が銀行の資本規制を強化し、規制を満たす証券の新規発行が
増加した中で、投資妙味がある同社の証券を組み入れました。今後数年にわたり、高い
水準のインカム・リターンが見込めることに加え、市場が活発化する中でも同社の高い競
争力がさらなるリターンの源泉となると考えています。
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マンスリー・レポート

　Global Multi Strategy – Nuveen NWQ Flexible Income Fund

　ファンドマネージャーのコメント

文中に「当社」と記載のある場合は、「ヌビーン・アセット・マネジメント・エルエルシー」を指します。

： 2026年1月30日

※ 「Global Multi Strategy – Nuveen NWQ Flexible Income Fund」の資産内容は、三井住友トラスト・アセットマネジメントが、ヌビーン・アセット・マネジメン
ト・エルエルシーからの情報提供に基づき作成しておりますが、掲載データに関する情報の正確性、信頼性、完全性を保証するものではありません。

【市場動向】
米国株式市場は上昇しました。月前半は、米国によるベネズエラのマドゥロ大統領拘束を受けて、石油関連株や防衛関連株を中心に上昇しま
した。その後、次期FRB（米連邦準備理事会）議長人事を巡る思惑から米長期金利が上昇したことが上値を抑えました。月後半は、グリーンラ
ンドを巡る米欧の対立激化が懸念され急落する場面もありましたが、トランプ米大統領が欧州諸国への追加関税を撤回したことから、市場の
警戒感が後退し、値を戻しました。米国10年国債利回りは、上昇（価格は下落）しました。月前半は方向感の定まらない展開が続きました。米
連邦最高裁判所でトランプ政権による関税が違法との判決が出る可能性が警戒された一方、ISM（米供給管理協会）製造業景況指数が市場
予想を下回るなど弱い経済指標が債券の買い材料となりました。月後半は、日本の長期金利が大幅に上昇したことが米国債市場にも波及し、
利回りは4.2％台で推移しました。

【投資適格社債】
投資適格社債の中でもBBB格の企業に投資妙味があるとみています。BBB格の企業は投資適格級を維持するためにレバレッジの削減や財
務の健全化に尽力しており、ファンダメンタルズの改善が顕著にみられます。足元のエクスポージャーは高位を維持しています。

【ハイイールド社債】
米国景気は底堅く推移する一方、労働市場は弱含みの懸念が高まっていることから慎重に状況を注視しています。足元の企業のファンダメン
タルズは良好ですが、相互関税の影響などによる景気下押し圧力は強いと思われることから、ポートフォリオ全体のクレジット・クオリティを引き
上げるため、ハイイールド社債の中でも特にクレジット・クオリティの高いBB格にフォーカスしています。

【優先株式】
バーゼルⅢによる資本増強に向けた取り組みなどを背景に、大手金融機関の財務状況は金融危機前と比べて非常に健全な水準にあると考
えています。主な発行体である、大手銀行、保険会社、公益企業などのファンダメンタルズは非常に堅固であることから、投資妙味は高いとみ
ています。

【転換社債】
株式市場の下落局面でバリュエーションが低下した利回り水準の高い銘柄に投資しています。これらの銘柄は株価回復局面でプラスのリター
ンが期待できる一方で、株価が軟調となる場面でも金利収入がリターンを下支えするものと考えています。

【普通株式】
普通株式への投資に対しては上昇余地の大きいバリュー株へのバイアスを保持しつつ、セクターや個別企業ベースに徹底したボトムアップ分
析による厳選した銘柄選択を通じて、投資妙味のある特にダウンサイド・プロテクションが見込める銘柄の組み入れに注力しています。過去に
比べてエクスポージャーを高位に維持しています。

【投資行動およびその背景】
引き続き、投資適格社債およびハイイールド社債の組入比率を高位に維持し、安定的なインカム収入の獲得に注力しています。パウエルFRB
議長は、関税政策によるインフレの再燃よりも労働市場の弱含みへの対処により注力する姿勢を示しており、FRBは2025年9月、10月および12
月と3回連続でそれぞれ0.25％の利下げを実施しましたが、2026年1月のFOMC（米連邦公開市場委員会）会合では政策金利を据え置きまし
た。足元では次期FRB議長の人事が事実上決定し、量的金融緩和などには否定的であるものの、利下げ政策は引き続き継続するとみられま
す。関税や外交など、トランプ米政権が打ち出すそのほかの政策に関する不透明感も強く、今後も市場のボラティリティが高まる局面がみられ
ると思われますが、短期的な市場の変動に惑わされない姿勢が重要と考えます。また、過度なボラティリティの上昇は割安となった銘柄への良
い投資機会でもあり、引き続きボトムアップ・アプローチによる銘柄分析を徹底していきます。このような環境下、質の高い銘柄へ投資をすると
ともに、資産クラスの幅広い分散を維持します。

【今後の見通しと運用方針】
米国経済の成長ペース鈍化が懸念されるものの、2025年7-9月期の米GDP（国内総生産）成長率は市場予想を上回る強いものとなり、2026年
中にリセッションに陥る可能性は低いと考えます。2026年の米GDP成長率は年率+2.0％程度と予想しています。トランプ米大統領が当初発表し
た強気な関税率よりも実際は低い水準に留まったことなどを背景に、関税政策がもたらす米国景気への過度な懸念は後退していますが、不確
実性は引き続き強く、実体経済や今後の金融政策判断にどのような影響をおよぼすのかについては注意が必要です。FRBが発表している最
新のドット・プロット（金利予測分布図）では、2026年中の利下げ回数は1回と示唆されていますが、次期FRB議長に指名されたウォーシュ氏は、
より積極的な利下げを行う可能性もあるとみており、インフレや米国の経済成長動向に注意を払っています。足元の高金利環境は高水準のイ
ンカム・リターンの獲得機会となっている一方、今後、FRBによる利下げや世界的な経済成長の鈍化などを背景に価格の上昇が期待されること
から投資妙味が高まっており、より厳選した銘柄選択が重要と考えています。

※

※ このページは、「NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジあり/為替ヘッジなし（年1回決算型）」が主要投資対象とする、「Global Multi Strategy
– Nuveen NWQ Flexible Income Fund」についての情報を掲載しています。

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

　NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジあり/為替ヘッジなし（年1回決算型）

　　追加型投信／内外／資産複合 当初設定日 ： 2018年12月6日

作成基準日
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マンスリー・レポート

　ファンドの特色　（為替ヘッジあり / 為替ヘッジなし共通）

主要投資対象ファンドにおける為替ヘッジが異なる2つのファンドがあります。

原則として、年1回決算を行います。

「NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジなし（年1回決算型）」は、R&I社が選定する「R&Iファンド大
賞2025」の「投資信託／バランス比率変動型（債券中心）」部門において「最優秀ファンド賞」を受賞しまし
た。

「R&Iファンド大賞」は、R&Iが信頼し得ると判断した過去のデータに基づく参考情報（ただし、その正確性及び
完全性につきR&Iが保証するものではありません）の提供を目的としており、特定商品の購入、売却、保有を
推奨、又は将来のパフォーマンスを保証するものではありません。当大賞は、信用格付業ではなく、金融商
品取引業等に関する内閣府令第299条第1項第28号に規定されるその他業務（信用格付業以外の業務であ
り、かつ、関連業務以外の業務）です。当該業務に関しては、信用格付行為に不当な影響を及ぼさないため
の措置が法令上要請されています。当大賞に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利はR&Iに帰
属しており、無断複製・転載等を禁じます。
「投資信託部門」は過去3年間、「投資信託10年部門」は過去10年間、「投資信託20年部門」は過去20年間を
選考期間としている。選考に際してはシャープレシオによるランキングに基づき、最大ドローダウン、償還予
定日までの期間、残高の規模等を加味したうえで選出している。選考対象は国内籍公募追加型株式投信と
し、確定拠出年金専用およびSMA・ラップ口座専用は除く。評価基準日は2025年3月31日。

・ハイブリッド証券（優先株式、劣後債、優先証券等）

3.

2026年1月30日

　NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジあり/為替ヘッジなし（年1回決算型）

1.

　　追加型投信／内外／資産複合 当初設定日 ：

※1 ：債券には、投資適格債券のほかハイイールド債券を含みます。

ヌビーン・アセット・マネジメント・エルエルシーが運用する下記のケイマン籍円建外国投資信託証券（以下「主要投資対象ファン

ド」）への投資を通じて、主として日本を含む世界の米ドル建株式、債券
※1

及びその他の資産
※2

に分散投資を行い、相対的に高い
インカム収益及び値上がり益の獲得を目指します。

NWQフレキシブル・インカムファンド
為替ヘッジあり（年１回決算型）

4.

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

2. ボトムアップ・リサーチによるファンダメンタルズ分析により銘柄を選定します。

※2 ：その他の資産は下記の資産を予定していますが、必ず投資するとは限りません。また、下記以外の資産にも投資する場合が
あります。

 Global Multi Strategy - Nuveen NWQ Flexible Income Fund
 JPY Hedged Distribution Alpha Class

NWQフレキシブル・インカムファンド
為替ヘッジなし（年１回決算型)

 Global Multi Strategy - Nuveen NWQ Flexible Income Fund
 JPY Non－Hedged Distribution Alpha Class

作成基準日 ：

2018年12月6日
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マンスリー・レポート

　投資リスク　（為替ヘッジあり / 為替ヘッジなし共通）

《基準価額の変動要因》

● 

● 信託財産に生じた利益及び損失は、全て投資者の皆様に帰属します。
● 投資信託は預貯金と異なります。

【株価変動リスク】

【金利変動リスク】

【為替変動リスク】

【その他の価格変動リスク】

【信用リスク】

【流動性リスク】

【カントリーリスク】

基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

為替相場は、各国の経済状況、政治情勢等の様々な要因により変動します。投資先の通貨に対して円高となった場合には、基準価額
の下落要因となります。NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジなし（年１回決算型）は、為替変動の影響を大きく受けます。
NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジあり（年１回決算型）は、主要投資対象ファンドにおいて原則として為替予約を活用し、
為替変動リスクの低減を図ることを基本としますが、完全にヘッジすることはできませんので、外貨の為替変動の影響を受ける場合が
あります。また、為替ヘッジを行う通貨の短期金利と円短期金利を比較して、円短期金利の方が低い場合には、当該通貨と円の金利
差相当分のコストがかかりますが、さらに需給要因等によっては金利差相当分を上回るコストがかかる場合があることにご留意くださ
い。

普通株式や普通社債以外の資産への投資を行う場合、その他の価格変動リスクとして次のようなものがあります。価格変動リスクや
信用リスクは普通株式や普通社債に比べ相対的に大きいものとなり、規制や税制などの変更により、リスク特性が一部変化する可能
性があります。なお、価格変動の要因は、これらに限定されるものではありません。
・ハイブリッド証券の価格変動リスク
一般的に、ハイブリッド証券（優先株式、劣後債、優先証券等）の法的弁済順位は、普通株式に優先し普通社債に劣後します。従って、
発行体の財政難、経営不安等が生じた場合、又は生じることが予想される場合には、ハイブリッド証券の価格が大きく下落する可能性
があり、基準価額の下落要因となります。
・転換社債（CB）の価格変動リスク
転換社債等の価格は、転換等の対象となる株式の価格変動や金利変動、発行者の業績、経営・財務状況の変化及びそれらに関する
外部評価の変化や国内外の経済情勢等により変動し、基準価額の変動要因となります。また、特に格付の低い転換社債において元
利金の支払い遅延や債務不履行等が生じた場合には、基準価額の下落要因となります。

有価証券の発行体が財政難、経営不振、その他の理由により、利払い、償還金、借入金等をあらかじめ決められた条件で支払うこと
ができなくなった場合、又はそれが予想される場合には、有価証券の価格は下落し、基準価額の下落要因となる可能性があります。ハ
イイールド債券は、格付の高い債券に比べて、信用度に関するマーケットの考え方の変化の影響をより大きく受ける可能性があり、利
払い、償還金、借入金等をあらかじめ決められた条件で支払うことができなくなるリスクがより高いものになると想定されます。

時価総額が小さい、取引量が少ない等流動性が低い市場、あるいは取引規制等の理由から流動性が低下している市場で有価証券等
を売買する場合、市場の実勢と大きく乖離した水準で取引されることがあり、その結果、基準価額の下落要因となる可能性がありま
す。

投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化、外国為替規制、資本規制、税制の変更等の事態が生じた場合、又はそれが予想
される場合には、方針に沿った運用が困難になり、基準価額の下落要因となる可能性があります。また、新興国への投資は先進国に
比べ、上記のリスクが高まる可能性があります。

※

　NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジあり/為替ヘッジなし（年1回決算型）

　　追加型投信／内外／資産複合 当初設定日 ： 2018年12月6日

作成基準日 ： 2026年1月30日

ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。
従って、投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を
割り込むことがあります。

株価は、発行者の業績、経営・財務状況の変化及びそれらに関する外部評価の変化や国内外の経済情勢等により変動します。株価
が下落した場合は、基準価額の下落要因となります。

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

債券の価格は、一般的に金利低下（上昇）した場合は値上がり（値下がり）します。また、発行者の財務状況の変化等及びそれらに関
する外部評価の変化や国内外の経済情勢等により変動します。債券価格が下落した場合は、基準価額の下落要因となります。ハイ
イールド債券は、こうした金利変動の影響をより大きく受ける可能性があります。
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マンスリー・レポート

　投資リスク　（為替ヘッジあり / 為替ヘッジなし共通）

《その他の留意点》

ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

2018年12月6日

作成基準日 ：

　NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジあり/為替ヘッジなし（年1回決算型）

　　追加型投信／内外／資産複合 当初設定日 ：

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

2026年1月30日

● ファンドは、大量の換金申込が発生し短期間で換金代金を手当てする必要が生じた場合や組入資産の主たる取引市場において市
場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量
が限られてしまうリスクがあります。
これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付が中止、取り消しとなる可能性、換金代金のお
支払が遅延する可能性があります。

●

● 分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準
価額は下がります。
分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益及び評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合がありま
す。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間
におけるファンドの収益率を示すものではありません。
投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部又は全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。
ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。
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マンスリー・レポート

　お申込みメモ　（為替ヘッジあり / 為替ヘッジなし共通）

販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

購入申込受付日の翌営業日の基準価額とします。
（基準価額は1万口当たりで表示しています。）

販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。（信託財産留保額の控除はありません。）

原則として、換金申込受付日から起算して6営業日目からお支払いします。

申込日当日が次のいずれかの場合は、購入・換金のお申込みを受け付けないものとします。
　ニューヨーク証券取引所の休業日

　ニューヨークの銀行休業日

　ロンドンの銀行休業日

　ダブリンの銀行休業日

　毎年12月24日

無期限（2018年12月6日設定）

・受益権の口数が30億口を下回ることとなった場合

・ファンドを償還することが受益者のために有利であると認める場合

・やむを得ない事情が発生した場合

毎年11月25日（休業日の場合は翌営業日）です。

申 込 締 切 時 間

：

ス イ ッ チ ン グ ・・・ 「NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジあり（毎月決算型）」、「NWQフレキシブル・インカムファンド
為替ヘッジなし（毎月決算型）」、「NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジあり（年1回決算型）」及び
「NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジなし（年1回決算型）」との間でスイッチングができます。
スイッチングの方法等は、購入、換金の場合と同様です。
（販売会社によっては、一部のファンドのみの取扱いとなる場合やスイッチングの取扱いを行わない場合が
あります。）

委託会社は、主要投資対象ファンドが償還されることとなった場合、その主要投資対象ファンドに投資を行っ
ているファンドを解約し、信託を終了（繰上償還）させます。
次のいずれかの場合には、委託会社は、事前に受益者の意向を確認し、受託会社と合意のうえ、信託契約
を解約し、信託を終了（繰上償還）させることができます。

課 税 関 係

・・・

・・・

購 入 ・ 換 金
申 込 受 付 不 可 日

申込日当日から起算して6営業日までの期間中に、上記の休業日が3営業日以上ある場合は、換金のお申
込みを受け付けないものとします。

換 金 制 限 ・・・ ファンドの規模及び商品性格などに基づき、運用上の支障をきたさないようにするため、大口の換金には受
付時間及び金額の制限を行う場合があります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

購入・換金申込受付
の 中 止 及 び 取 消 し

課税上は株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用対象となり
ます。
ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場
合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
なお、配当控除あるいは益金不算入制度の適用はありません。

決 算 日 ・・・

収 益 分 配 年1回、毎決算時に委託会社が基準価額水準、市況動向などを勘案して分配金額を決定します。

・・・

作成基準日 ： 2026年1月30日

・・・

換 金 単 位

購 入 単 位 ・・・

購 入 価 額

2018年12月6日

　NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジあり/為替ヘッジなし（年1回決算型）
当初設定日

　　追加型投信／内外／資産複合

原則として、販売会社の営業日の午後3時半までにお申込みが行われ、販売会社所定の事務手続きが完了
したものを当日のお申込受付分とします。なお、販売会社によっては対応が異なる場合がありますので、詳
しくは販売会社にお問い合わせください。

・・・

信 託 期 間 ・・・

繰 上 償 還 ・・・

・・・

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

換 金 価 額 ・・・

・・・ 金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、投資対象国における非常事態による市場
閉鎖、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金のお申込みの受付を中止すること、及びすでに受
け付けた購入・換金のお申込みの受付を取り消す場合があります。

換 金 代 金 ・・・
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マンスリー・レポート

　ファンドの費用　（為替ヘッジあり / 為替ヘッジなし共通）

《投資者が直接的に負担する費用》

■ 購入時手数料

■ 信託財産留保額

ありません。

《投資者が信託財産で間接的に負担する費用》

■ 運用管理費用（信託報酬）

運用管理費用（信託報酬）の総額は、以下の通りです。

＜当ファンド＞

純資産総額に対して年率1.1275％（税抜1.025％）を乗じて得た額

＜投資対象とする投資信託証券＞
純資産総額に対して年率0.55％程度

＜実質的な負担＞

純資産総額に対して年率1.6775％程度（税抜1.575％程度）
この値は目安であり、投資対象ファンドの実際の組入れ状況等により変動します。

■ その他の費用・手数料

上記の手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、上限額等を事前に示すことができません。

詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）の「お申込みメモ」、「ファンドの費用・税金」をご覧ください。

作成基準日 ： 2026年1月30日

有価証券の売買･保管、信託事務に係る諸費用等をその都度、監査費用等を日々、ファンドが負担します。この他、投資対象とする投
資信託証券においては、当該投資信託証券の信託報酬とは別に、投資信託財産に関する租税や、投資信託の運営・運用等に要す
る諸費用が発生します。これらの費用は、運用状況等により変動するなどの理由により、事前に料率、上限額等を示すことができま
せん。

※

※

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

購入申込受付日の翌営業日の基準価額に3.3％（税抜3.0％）を上限として販売会社が定める率を乗じて得た額とします。詳しくは
販売会社にお問い合わせください。

　NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジあり/為替ヘッジなし（年1回決算型）

　　追加型投信／内外／資産複合
当初設定日 ： 2018年12月6日

11 



マンスリー・レポート

　委託会社・その他の関係法人の概要

■ 委託会社 三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社（ファンドの運用の指図を行う者）

金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第347号
一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会
https://www.smtam.jp/
0120-668001　受付時間 9：00～17：00 [土日・祝日等は除く]

■ 受託会社 三井住友信託銀行株式会社 （ファンドの財産の保管及び管理を行う者）

　販売会社

※1　NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジなし（年1回決算型）のみの取扱いです。
※2　ネット専用のお取り扱いとなります。

・ お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、販売会社へお申し出ください。

・ 販売会社は今後変更となる場合があります。

当初設定日

　NWQフレキシブル・インカムファンド 為替ヘッジあり/為替ヘッジなし（年1回決算型）

○

○

作成基準日 2026年1月30日

○○

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者

○株式会社横浜銀行 ※1  ※2 登録金融機関 関東財務局長（登金）第36号 ○

アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○

関東財務局長（金商）第67号 ○ ○ ○

登録金融機関 近畿財務局長（登金）第8号 ○

： 2018年12月6日
　　追加型投信／内外／資産複合

○株式会社あいち銀行 ※1 登録金融機関

＜本資料のお取扱いにおけるご留意点＞を必ずお読みください。

商号等

：

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

加 入 協 会 ：
ホームページ
フリーダイヤル

加入協会

日本証券業
協会

登録番号

：

一般社団法人
日本投資顧問

業協会

○

○ ○楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○

株式会社紀陽銀行

○岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○

：

東海財務局長（登金）第12号 ○

登録金融機関 関東財務局長（登金）第579号株式会社東京スター銀行 ※2

株式会社ＳＢＩ新生銀行
（委託金融商品取引業者
株式会社ＳＢＩ証券） ※2

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○

丸三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第167号 ○ ○

岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○

静銀ティーエム証券株式会社

○

金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第10号 ○

○

水戸証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第181号 ○ ○

むさし証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第105号 ○

moomoo証券株式会社 ※1 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3335号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○

○ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 ○ ○

○

関東財務局長（金商）第2251号

○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○

○
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